第４回環境影響評価制度部会預り事項について
1　事後調査報告書に関する住民意見聴取について

方法書や準備書と同様に公告・縦覧の手続きを事業者に課すことは，事業者に対して過度の負担を強いることとなりますので，市長が「公表→意見聴取→見解作成・公表」の手続きを実施することとしたいと思います。
公表については，ホームページ，環境対策課，事業実施所管区役所を想定します。また，意見聴取期間については，公告・縦覧の期間と同様に，公表開始から４５日程度としたいと思います。
意見に対する見解作成については，事業者と協議のうえ，市が作成し，公表するものとしたいと思います。
なお，公表期限については，特に定めないこととしたいと考えます。

２　事後調査について新潟市も調査基準を定めるのか
事後調査の具体的な実施方法（マニュアル）については，今後作成する「技術指針」と同時に策定していきたいと考えます。
３　アセス情報の公開について，非公開とする情報について明確化を

貴重種に関する情報等，特に配慮が必要な情報などは非公開になると考えております。これ以外にどのような情報を非公開とすべきかは，条例の施行規則や技術指針の策定作業の中で検討していきたいと考えます。
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